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発注者・受注者間における建設業法令遵守ガイドライン改訂 

新旧対照表 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（朱色傍線部分は変更部分） 

   

改　正　（令和 6 年 12 月） 現　　行　（最終改正：令和 6年 9 月） 備　　考

はじめに はじめに 

（略） （略）

１．見積条件の提示等（建設業法第２０条第４項、第２０条の２） １．見積条件の提示等（建設業法第２０条第４項、第２０条の２）

【建設業法上違反となるおそれがある行為事例】 【建設業法上違反となるおそれがある行為事例】 

①発注者が不明確な工事内容の提示等、曖昧な見積条件により ①発注者が不明確な工事内容の提示等、曖昧な見積条件により

  受注予定者に見積りを依頼した場合 受注予定者に見積りを依頼した場合

②発注者が受注予定者から工事内容等の見積条件に関する質問 ②発注者が受注予定者から工事内容等の見積条件に関する質問

  を受けた際、発注者が未回答あるいは曖昧な回答をした場合 を受けた際、発注者が未回答あるいは曖昧な回答をした場合

【建設業法上違反となる行為事例】 【建設業法上違反となる行為事例】 

③発注者が予定価格１億円の請負契約を締結しようとする際、 ③発注者が予定価格１億円の請負契約を締結しようとする際、

  見積期間を１週間として受注予定者に見積りを行わせた場合 見積期間を１週間として受注予定者に見積りを行わせた場合

④発注者が地下埋設物による土壌汚染があることを知りながら、 ④発注者が地下埋設物による土壌汚染があることを知りながら、

受注予定者にその情報提供を行わず、そのまま見積りを行わ 受注予定者にその情報提供を行わず、そのまま見積りを行わ

せ、契約した場合 せ、契約した場合

  上記①及び②のケースは、いずれも建設業法第２０条第４項に   上記①及び②のケースは、いずれも建設業法第２０条第４項に

違反するおそれがあり、③のケースは、同項に違反し、④のケー 違反するおそれがあり、③のケースは、同項に違反し、④のケー

スは、同項及び第２０条の２第１項に違反する。 スは、同項及び第２０条の２に違反する。

  建設業法第２０条第４項では、発注者は、建設工事の請負契約   建設業法第２０条第４項では、発注者は、建設工事の請負契約

を締結する前に、下記（１）に示す具体的内容を受注予定者に提 を締結する前に、下記（１）に示す具体的内容を受注予定者に提

示し、その後、受注予定者が当該工事の見積りをするために必要 示し、その後、受注予定者が当該工事の見積りをするために必要

な一定の期間を設けることが義務付けられている。これは、請負 な一定の期間を設けることが義務付けられている。これは、請負

契約が適正に締結されるためには、発注者が受注予定者に対し、 契約が適正に締結されるためには、発注者が受注予定者に対し、

あらかじめ、契約の内容となるべき重要な事項を提示し、適正な あらかじめ、契約の内容となるべき重要な事項を提示し、適正な
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見積期間を設け、見積落し等の問題が生じないよう検討する期間 見積期間を設け、見積落し等の問題が生じないよう検討する期間

を確保し、受注予定者が請負代金の額の計算その他請負契約の締 を確保し、受注予定者が請負代金の額の計算その他請負契約の締

結に関する判断を行うことが可能となることが必要であることを 結に関する判断を行うことが可能となることが必要であることを

踏まえたものである。 踏まえたものである。

（１）見積りに当たっては工事の具体的内容を提示することが必 （１）見積りに当たっては工事の具体的内容を提示することが必

　　要 　　要

　建設業法第２０条第４項により、発注者が受注予定者に対して 　建設業法第２０条第４項により、発注者が受注予定者に対して

提示しなければならない具体的内容は、同法第１９条により請負 提示しなければならない具体的内容は、同法第１９条により請負

契約書に記載することが義務付けられている事項（工事内容、工 契約書に記載することが義務付けられている事項（工事内容、工

事着手及び工事完成の時期、工事を施工しない日又は時間帯の定 事着手及び工事完成の時期、工事を施工しない日又は時間帯の定

めをするときはその内容、前金払又は出来形部分に対する支払の めをするときはその内容、前金払又は出来形部分に対する支払の

時期及び方法等（１２ページ「２－１　当初契約」参照））のうち、 時期及び方法等（８ページ「２－１ 当初契約」参照））のうち、

  請負代金の額を除くすべての事項となる。 請負代金の額を除くすべての事項となる。

　見積りを適正に行うという建設業法第２０条第４項の趣旨に照 　見積りを適正に行うという建設業法第２０条第４項の趣旨に照

らすと、例えば、上記のうち「工事内容」に関し、発注者が最低 らすと、例えば、上記のうち「工事内容」に関し、発注者が最低

  限明示すべき事項としては、 限明示すべき事項としては、

　①  工事名称 　①  工事名称

　②  施工場所 　②  施工場所

　③  設計図書（数量等を含む） 　③  設計図書（数量等を含む）

　④  工事の責任施工範囲 　④  工事の責任施工範囲

　⑤  工事の全体工程 　⑤  工事の全体工程

　⑥  見積条件 　⑥  見積条件

　⑦  施工環境、施工制約に関する事項 　⑦  施工環境、施工制約に関する事項

が挙げられ、発注者は、具体的内容が確定していない事項につい が挙げられ、発注者は、具体的内容が確定していない事項につい

てはその旨を明確に示さなければならない。施工条件が確定して てはその旨を明確に示さなければならない。施工条件が確定して

いないなどの正当な理由がないにもかかわらず、発注者が、受注 いないなどの正当な理由がないにもかかわらず、発注者が、受注

予定者に対して、契約までの間に上記事項等に関し具体的な内容 予定者に対して、契約までの間に上記事項等に関し具体的な内容

を提示しない場合には、建設業法第２０条第４項に違反する。 を提示しない場合には、建設業法第２０条第４項に違反する。

（２）請負契約を締結するまでに工期等に影響を及ぼす事象に関  

　　する情報を通知することが必要  
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　建設業法第２０条の２第１項及び第２項においては、発注者及  

び受注予定者が、工期又は請負代金の額に影響を及ぼす事象が発  

生するおそれがあると認めるときは、請負契約を締結する前に必  

要な情報を取引の相手方に通知することとしている。

ア．発注者から受注予定者に対する通知  

　建設業法第２０条の２第１項により、発注者は、当該建設工事 　また、建設業法第２０条の２により、発注者は、当該建設工事

  に関し、 に関し、

　①　地盤の沈下、地下埋設物による土壌の汚染その他の地中の 　① 地盤の沈下、地下埋設物による土壌の汚染その他の地中の状

状態に起因する事象（文化財保護法に基づく埋蔵文化財調査 　　態に起因する事象 

とその結果に基づく対策等を含む。）  

 　②　騒音、振動その他の周辺の環境に配慮が必要な事象 　②  騒音、振動その他の周辺の環境に配慮が必要な事象

が発生するおそれがあると認めるときは、請負契約を締結するま が発生するおそれがあることを知っているときは、請負契約を締

でに、受注予定者に対して、その旨を当該事象の状況の把握のた 結するまでに、受注予定者に対して、必要な情報（例えば、地盤

め必要な情報（例えば、地盤に関するボーリング調査結果報告書、 に関するボーリング調査結果報告書、土壌汚染調査報告書、既存

土壌汚染調査報告書、既存建物の建築図面、近隣住民との工事に 建物の建築図面、近隣住民との工事に関する協定書・要望書など、

関する協定書・要望書など、発注者が認識している情報）と併せ 発注者が認識している情報）を提供しなければならない。発注者

て通知しなければならないこととなっている。これは、こうした が把握しているにも関わらず必要な情報を提供しなかった場合、

事象に関する情報が受注予定者に通知されないまま請負契約が締 建設業法第２０条第４項及び第２０条の２に違反する。 

結され建設工事が施工された場合、受注予定者がしわ寄せを被る  

ためであり、発注者がこれらの情報を把握しているにも関わらず  

受注予定者に通知しなかった場合、同項に違反する。  

　なお、上記以外の情報についても、工事の種類や内容等に応じ  

て発注者自ら判断のうえ任意に通知して差し支えない。  

　なお、発注者がこれらの情報を通知する際は、書面又はメール  

等の電磁的方法によることが求められる。併せて、当該情報を受  

注予定者も確認したということを記録するため、当該書面又はメ  

ール等を発注者及び受注予定者双方が保存しておくことが望まし  

い。

イ．受注予定者から発注者に対する通知 

　建設業法第２０条の２第２項により、受注予定者においても、

工期又は請負代金の額に影響を及ぼす以下の事象が発生するおそ

れがあると認めるときは、請負契約を締結するまでに、発注者に
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対して、その旨を当該事象の状況の把握のため必要な情報と併せ

て通知しなければならないこととなっており、事象の具体的な例

としては、 

　①　主要な資機材の供給の不足若しくは遅延又は資機材の価格

　　の高騰 

　　※「主要」かどうかについては、工事の施工に当たり数量的

　　　にあるいは使用頻度的に大宗を占めるために欠くことので

　　　きないこと、工事原価において大きな比重を占めること又

　　　は数量若しくは比重若しくは使用頻度が少ないにもかかわ

　　　らず工事の施工に大きな影響を及ぼすこと等をもって判断

　　　する。 

　②　特定の建設工事の種類における労務の供給の不足又は価格

　　の高騰 

であって、天災その他自然的又は人為的な事象により生じる発注

者と受注者の双方の責めに帰することができないものが挙げられ

る。 

　　※ 契約締結時点で未発生の天災その他の自然的事象につい

　　　ては、発生の蓋然性を合理的に説明できる場合を除き事前

　　　に予測することは困難と考えられることから、当該事象に

　　　より生じうる①や②の事象は、同項により通知が義務づけ

　　　られる情報とは想定しがたい。

　そのうえで、契約締結前に通知した上記①・②の事象が契約締

結後に顕在化した場合は、建設業法第２０条の２第３項により、

請負契約の変更についての協議を受注者から発注者に対して申し

出ることができるとされ、同条第４項により、発注者は当該協議

に対して誠実に応じるよう努めなければならないこととされてい

る。 

　上記①・②の事象を契約締結前に通知する趣旨は、建設業法第

１９条第１項第７号又は第８号における定めによる協議の対象に

なる事象のうち、受注予定者の有する知見に基づき事前に予測が

可能であって、建設工事の実施に大きな影響を及ぼすものに関す

る情報(以下「おそれ情報」という。)を、その状況の把握のため

必要な情報と共に発注者に契約前に通知することで、発注者に対
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して請負契約の変更に関する予見可能性を持たせ、適切な請負契

約の変更を円滑化しようとするものである。 

　そのため、おそれ情報を通知するか否かや通知する情報の範囲

は、工事の内容や見積った工期などに応じて受注予定者自ら判断

してよいが、建設業法第２０条の２第２項における「事象が発生

するおそれがあると認めるとき」の規定ぶりを踏まえれば、おそ

れ情報の通知から当該事象の発生までには相当程度の期間がある

ものと解され、工期の比較的短い工事においてそのようなおそれ

が発生することは一般的には想定しにくいと解すべきである。 

　また、おそれ情報の通知に併せて「当該事象の状況の把握のた

め必要な情報」（以下「根拠情報」という。）を通知することが求

められるところ、当該根拠情報の通知は、受注予定者の通常の事

業活動において把握でき、メディア記事、資材業者の記者発表又

は公的主体や業界団体などにより作成・更新された一定の客観性

を有する統計資料あるいは下請業者や資材業者から提出された、

過去の同種工事における見積書など価格の上昇がわかる資料等に

裏付けられた情報を用いる必要があり、一の資材業者の“口頭”

のみによる情報など、「その状況の把握のため必要な情報」を欠き

発注者が真偽を確認することが困難である情報は、根拠情報から

除かれる。よって、上記①・②に関する情報を通知する際は、通

知に係る資機材の種類及びその価格の基準日等とともに、根拠情

報の情報源を明示することが必要となる。 

　なお、受注者が把握している範囲で公表資料を示せば足り、お

それ情報の通知のために新たな調査、資料収集等をする必要はな

い。 

　さらに、受注予定者がこれらの情報を通知する際には、書面又

はメール等の電磁的方法により見積書の交付時などにあわせて行

うことが求められる。併せて、当該情報を発注者も確認したとい

うことを記録するため、見積書と共に当該書面又はメール等を発

注者及び受注予定者双方が保存しておくことが望ましい。 

　※　なお、入札方式を採用する一部民間工事における通知につ

　　いては、発注者が入札実施段階で通知の方法及びタイミング

　　を定めたうえで周知を行うべきものとする。
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ウ．その他工期等に影響を及ぼす事象の取扱い 

　イ．①・②以外の事象であっても、工期や請負代金の額に影響

を及ぼしうる事象として、例えば設計図書と工事施工環境の乖離

などが想定されるところ、これらの事象のうち、例えば地盤沈下

に関する情報は建設業法第２０条の２第１項で通知が発注者の責

務とされていること、民間建設工事標準請負契約約款（甲）第１

６条等で設計、施工条件の疑義、相違等について受注者から通知

を受けたとき又は自ら発見したときに発注者はその対応などにつ

いて必要な指示をすべき旨が規定されていること等に鑑みれば、

これらの情報を把握することが本来の責務とされている発注者が

契約締結以前に十分に確認することが求められる。 

　また、これらの事象は、イ．①・②と異なり契約の前後で事象

の発生蓋然性が変わるものではなく、むしろ発注者と受注予定者

双方が契約前に実際の工事施工環境や工程をつぶさに確認すると

いった対応により発生を相当程度防ぐことができるものであるか

ら、そのような可能性があるのであれば、契約締結に先立ち発注

者と受注予定者が十分に現場確認すること等により契約内容に反

映して契約締結することが求められる。　 

ただし、当該確認によっても明らかにならない事象の発生のお

それがある場合には、受注予定者から発注者にその旨通知するこ

とは妨げられない。そのうえで、契約締結後にこれらの事象が生

じた場合には、建設業法第１９条第１項第６号の規定に基づき契

約書面に記載された定めに従って、発注者と受注者双方が適切に

設計や請負代金又は工期に関する変更の協議を行うことが求めら

れる。

（３）（略） （２）（略）

（４）追加工事又は変更工事（以下「追加工事等」という。）に伴 （３）追加工事又は変更工事（以下「追加工事等」という。）に伴

　　う変更契約等を行う際にも適正な見積り手続きが必要 　　う変更契約等を行う際にも適正な見積り手続きが必要

　工事施工環境の条件と実際の工事現場の状況との乖離等による 　当初の契約どおり工事が進行せず、工事内容に変更が生じ、工

追加工事等の発生により当初の契約どおり工事が進行せず、工事 期又は請負代金の額に変更が生じる場合には、双方の協議による

内容に変更が生じ、工期又は請負代金の額に変更が生じる場合に 適正な手順により、受注者に対し、追加工事等の着工前に書面に
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は、双方の協議による適正な手順により、受注者に対し、追加工 よる見積依頼を行うこと。また、当初契約の見積りと同様、上記

事等の着工前に書面による見積依頼を行うこと。また、当初契約 （１）～（２）に留意し、見積条件の提示を行う必要がある。 

の見積りと同様、上記（１）～（３）に留意し、見積条件の提示  

を行う必要がある。

（５）（略） （４）（略）

２．書面による契約締結 ２．書面による契約締結 

２－１　当初契約（建設業法第１８条、第１９条第１項、第１９ ２－１ 当初契約（建設業法第１８条、第１９条第１項、第１９条

条の３、第２０条第１項及び第２０条の２第４項） の３、第２０条第１項）

（１）（略） （１）（略）

（２）契約書面には建設業法で定める一定の事項を記載すること （２）契約書面には建設業法で定める一定の事項を記載すること

　　が必要 　　が必要 

　建設業法第１９条第１項において、建設工事の請負契約の当事 　建設業法第１９条第１項において、建設工事の請負契約の当事

者に、契約の締結に際して契約内容を書面に記載し相互に交付す 者に、契約の締結に際して契約内容を書面に記載し相互に交付す

べきことを求めているのは、請負契約の明確性及び正確性を担保 べきことを求めているのは、請負契約の明確性及び正確性を担保

し、紛争の発生を防止するためである。また、あらかじめ契約の し、紛争の発生を防止するためである。また、あらかじめ契約の

内容を書面により明確にしておくことは、いわゆる請負契約の「片 内容を書面により明確にしておくことは、いわゆる請負契約の「片

務性」の改善に資することともなり、極めて重要な意義がある。 務性」の改善に資することともなり、極めて重要な意義がある。

契約書面に記載しなければならない事項は、以下の①～⑮の事項 契約書面に記載しなければならない事項は、以下の①～⑮の事項

である。特に、「①工事内容」については、受注者の責任施工範囲、 である。特に、「①工事内容」については、受注者の責任施工範囲、

施工条件等が具体的に記載されている必要があるので、○○工事 施工条件等が具体的に記載されている必要があるので、○○工事

  一式といった曖昧な記載は避けるべきである。 一式といった曖昧な記載は避けるべきである。

　また、⑧の「（請負代金の額の変更及び）その額の算定方法」と 　 

しては、「（受発注者が）協議して定める」とするほか、例えば、  

受発注者双方の合意の下、「（受発注者が）協議して定める。協議  

に当たっては、工事に係る価格等の変動の内容その他の事情等を  

考慮する。」旨を記載することが考えられる。  

　なお、「⑧価格等（物価統制令（昭和２１年勅令第１１８号）第  

２条に規定する価格等をいう。）の変動又は変更*に基づく工事内  

容の変更又は請負代金の額の変更及びその額の算定方法に関する  

定め」の内容を契約書に記載しないことはもとより、記載してい  
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る場合でもその内容が「変更しない」あるいは「変更を認めない」  

のように、協議を前提としない規定である場合には、価格等の変  

動等を受けた適切な請負契約の変更を円滑化する建設業法の趣旨  

に沿うものであるとは言えず、建設業法第１９条第１項に違反す  

る。  

　*  物価統制令第２条に規定する価格等をいう。  

　* 「価格等の変動又は変更」とは、価格の高騰や下落を指す。  

　①  工事内容 　①  工事内容

　②  請負代金の額 　②  請負代金の額

　③  工事着手の時期及び工事完成の時期 　③  工事着手の時期及び工事完成の時期

　④ 工事を施工しない日又は時間帯の定めをするときは、その内 　④ 工事を施工しない日又は時間帯の定めをするときは、その内

  　　容 　　容

　⑤ 請負代金の全部又は一部の前金払又は出来形部分に対する支 　⑤ 請負代金の全部又は一部の前金払又は出来形部分に対する支

  　　払の定めをするときは、その支払の時期及び方法 　　払の定めをするときは、その支払の時期及び方法

　⑥ 当事者の一方から設計変更又は工事着手の延期若しくは工事 　⑥ 当事者の一方から設計変更又は工事着手の延期若しくは工事

　　の全部若しくは一部の中止の申出があった場合における工期 　　の全部若しくは一部の中止の申出があった場合における工期

　　の変更、請負代金の額の変更又は損害の負担及びそれらの額 　　の変更、請負代金の額の変更又は損害の負担及びそれらの額

  　　の算定方法に関する定め 　　の算定方法に関する定め

　⑦ 天災その他不可抗力による工期の変更又は損害の負担及びそ 　⑦ 天災その他不可抗力による工期の変更又は損害の負担及びそ

  　　の額の算定方法に関する定め 　　の額の算定方法に関する定め

　⑧ 価格等（物価統制令（昭和２１年勅令第１１８号）第２条に 　⑧ 価格等（物価統制令（昭和２１年勅令第１１８号）第２条に

　　規定する価格等をいう。）の変動又は変更に基づく工事内容の 　　規定する価格等をいう。）の変動若しくは変更に基づく請負代

　　変更又は請負代金の額の変更及びその額の算定方法に関する 　　金の額又は工事内容の変更 

　　定め 　 

　⑨ 工事の施工により第三者が損害を受けた場合における賠償金   ⑨ 工事の施工により第三者が損害を受けた場合における賠償金

  　　の負担に関する定め 　　の負担に関する定め

　⑩ 注文者が工事に使用する資材を提供し、又は建設機械その他 　⑩ 注文者が工事に使用する資材を提供し、又は建設機械その他

  　　の機械を貸与するときは、その内容及び方法に関する定め 　　の機械を貸与するときは、その内容及び方法に関する定め

　⑪ 注文者が工事の全部又は一部の完成を確認するための検査の 　⑪ 注文者が工事の全部又は一部の完成を確認するための検査の

  　　時期及び方法並びに引渡しの時期 　　時期及び方法並びに引渡しの時期

　⑫  工事完成後における請負代金の支払の時期及び方法 　⑫  工事完成後における請負代金の支払の時期及び方法

　⑬ 工事の目的物が種類又は品質に関して契約の内容に適合しな 　⑬ 工事の目的物が種類又は品質に関して契約の内容に適合しな

　　い場合におけるその不適合を担保すべき責任又は当該責任の 　　い場合におけるその不適合を担保すべき責任又は当該責任の

　　履行に関して講ずべき保証保険契約の締結その他の措置に関 　　履行に関して講ずべき保証保険契約の締結その他の措置に関
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  　　する定めをするときは、その内容 　　する定めをするときは、その内容

　⑭ 各当事者の履行の遅滞その他債務の不履行の場合における遅 　⑭ 各当事者の履行の遅滞その他債務の不履行の場合における遅

  　　延利息、違約金その他の損害金 　　延利息、違約金その他の損害金

　⑮  契約に関する紛争の解決方法 　⑮  契約に関する紛争の解決方法

　請負契約の締結に際しては、受注予定者が交付した見積書にお 　請負契約の締結に際しては、受注予定者が交付した見積書にお

いて、建設業法第２０条第１項の規定により、工事の種別ごとの いて、建設業法第２０条第１項の規定により、工事の種別ごとの

材料費、労務費その他の経費の内訳並びに工事の工程ごとの作業 材料費、労務費その他の経費の内訳並びに工事の工程ごとの作業

及びその準備に必要な日数が明らかである場合には、その見積内 及びその準備に必要な日数が明らかである場合には、その見積内

容を考慮すること。 容を考慮すること。

（３）～（５）（略） （３）～（５）（略）

（６）契約後に工期や請負代金に影響を及ぼす事象が発生した場 （新設） 

　　合の変更協議  

　受注者から設計変更又は工事着手の延期若しくは工事の全部若  

しくは一部の中止の申出があった場合の工期や請負代金の額の変  

更については、建設業法第１９条第１項第６号の規定に基づく契  

約書上の定めに従って、また、契約後の予期せぬ天災その他不可  

抗力による工期の変更又は損害の負担は、同項第７号の規定に基  

づく契約書上の定めに従って、さらに、資材価格等の変動又は変  

更に基づく工事内容の変更又は請負代金の額の変更は、同項第８  

号の規定に基づく契約書上の定めに従って、それぞれ適切に協議  

を行う必要がある。  

　すなわち、工期又は請負代金の額に影響を及ぼす事象であって  

建設業法第２０条の２第２項により事前に受注者から発注者に通  

知していないものが契約締結後に生じた場合であっても、通知さ  

れていなかったことのみをもって発注者が受注者から申し出られ  

た契約変更協議を拒む理由にはならず、（７）に準じて誠実に協議  

に応じることが求められる。  

　よって、受注者においても、同項による事前の通知とは別途、  

契約締結後に判明した事象により契約内容を変更する可能性があ  

る場合には、変更の可能性が生じてからなるべく早い時期に発注  

者にその旨を通知しておくことが望ましい。  

　このような留意点について、発注者及び受注者は、「労務費の適  
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切な転嫁のための価格交渉に関する指針」（令和５年１１月２９日  

付け、内閣官房、公正取引委員会）を踏まえて対応すべきである。  

　なお、協議開始の遅延等により変更協議が長期化した場合には、  

必要に応じて工期見直し等を行うことが求められる。  

  

（７）法第２０条の２第２項に基づき契約前に受注予定者から発 （新設） 

　　注者に通知した事象が実際に発生した場合の変更協議  

  

　建設業法第２０条の２第３項により、１．（２）イ①・②が顕在  

化した場合にはそれを受けた請負契約の変更協議を受注者から発  

注者に対して申し出ることができるとされ、同条第４項により、  

発注者は当該協議に対して誠実に応じるよう努めなければならな  

いこととされている。  

　受注者から申し出られた契約の変更協議は、契約変更の必要性  

や変更の内容、変更すべきとする根拠について十分に協議を行う  

ため、発注者はまずは協議のテーブルについたうえで、変更の可  

否について受注者に説明する必要がある。したがって、受注者か  

ら申し出られた契約の変更協議の開始自体を正当な理由なく拒絶  

することのほか、申し出後に合理的な期間以上に協議開始をあえ  

て遅延させることや、協議の場において一方的に受注者の主張を  

否定したり、十分に当該主張を聞き取ることなく一方的に発注者  

の主張のみを伝えて協議を打ち切ること等は、誠実に協議に応じ  

るよう努めなければならないことを定める建設業法第２０条の２  

第４項の趣旨に反するものである。  

　このような留意点について、発注者及び受注者は、「労務費の適  

切な転嫁のための価格交渉に関する指針」（令和５年１１月２９日  

付け、内閣官房、公正取引委員会）を踏まえて対応すべきである。  

　なお、協議開始の遅延等により変更協議が長期化した場合には、

必要に応じて工期見直し等を行うことが求められる。

■公共工事における取り扱いについて  

　公共工事において１．（２）イ①・②の情報は、落札者決定後か  

ら契約締結まで（随意契約においては、契約予定者決定後から契  

約締結まで）に通知すべきものとする。  
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　なお、公共工事において、当該情報は参考とする情報として取  

り扱われるものである。すなわち、入札自体は発注者が示す条件  

に沿って行われるものであるため、当該情報が予定価格を含む入  

札の条件や請負代金を含む契約（変更契約を含む。）の内容に影響  

を与えるものではないことに留意が必要である。また、当該情報  

に係る事象が契約締結後に顕在化した場合は、建設業法第２０条  

の２第３項により、請負契約の変更についての協議を受注者から  

発注者に対して申し出ることができるが、当該協議について、公  

共工事においては、公共工事標準請負契約約款に沿った請負契約  

及び各発注者が定めるその運用基準に基づき協議の対応を行うこ  

とが原則であることに留意が必要である。  

　さらに、公共工事においては、設計図書と工事施工環境の乖離  

等について疑念があればあらかじめ「仕様書等に対する質問書」  

等の質問の機会において発注者に対し質問しておき、契約後は、  

公共工事標準請負契約約款に沿った請負契約の定めに従った設計  

変更等の協議にて対応すべきものである。このため、公共工事に  

おいては、発注者は、当該質問の機会を設けるとともに、適切に  

設計変更等の協議をすべきである。  

　なお、公共工事においても、当該情報に係る事象が契約締結後  

に顕在化した場合は、建設業法第２０条の２第３項により、請負  

契約の変更についての協議を受注者から発注者に対して申し出る  

ことができる。また、公共工事においては、改正法による改正後  

の公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律（平成１  

２年法律第１２７号。以下「入契法」という。）第１３条第２項に  

より、公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律施行  

規則（令和６年国土交通省令第１０５号）第１条に規定する事象  

（主要な資機材の供給の不足又は資機材の価格の高騰及び労務の  

供給の不足又は価格の高騰）が発生した場合に受注者が請負契約  

の内容の変更について協議を申し出たときは、その公共工事を発  

注した各省各庁の長等は誠実に協議に応じなければならないとさ  

れている。  

　これらの協議について、公共工事においては、公共工事標準請  

負契約約款に沿った請負契約及び各発注者が定めるその運用基準  

に基づき協議の対応を行うことが原則であり、建設業法及び入契  
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法の趣旨も踏まえて当該請負契約等に基づく対応を適切に行うこ  

とをもって、誠実な協議とされるものである。

（８）受注者に過度な義務や負担を課す片務的な内容による契約 （６）受注者に過度な義務や負担を課す片務的な内容による契約

　　を行わないことが必要 を行わないことが必要 

　建設業法第１８条においては、「建設工事の請負契約の当事者は、　建設業法第１８条においては、「建設工事の請負契約の当事者は、

各々の対等な立場における合意に基づいて公正な契約を締結し、 各々の対等な立場における合意に基づいて公正な契約を締結し、

信義に従って誠実にこれを履行しなければならない」と規定して 信義に従って誠実にこれを履行しなければならない」と規定して

いる。建設工事の請負契約の締結に当たっては、同条の趣旨を踏 いる。建設工事の請負契約の締結に当たっては、同条の趣旨を踏

まえ、公共工事については、中央建設業審議会が作成する公共工 まえ、公共工事については、中央建設業審議会が作成する公共工

事標準請負契約約款（以下「公共約款」という。）に沿った契約が 事標準請負契約約款（以下「公共約款」という。）に沿った契約が

締結されている。民間工事においても、同審議会が作成する民間 締結されている。民間工事においても、同審議会が作成する民間

工事標準請負契約約款又はこれに沿った内容の約款※（以下「民 工事標準請負契約約款又はこれに沿った内容の約款※（以下「民

間約款等」という。）に沿った内容の契約書による契約を締結する 間約款等」という。）に沿った内容の契約書による契約を締結する

ことが基本である。 ことが望ましい。 

　※ 民間約款に沿った内容の約款として、民間（七会）連合協定 　※ 民間約款に沿った内容の約款として、民間（七会）連合協定

  　　　工事請負契約約款がある。 　　　工事請負契約約款がある。

　民間工事の中には、民間約款等を大幅に修正した契約が締結さ 　民間工事の中には、民間約款等を大幅に修正した契約が締結さ

れており、その修正内容が受注者に過大な義務を課す等、次のよ れており、その修正内容が受注者に過大な義務を課す等、次のよ

うな片務的な内容となっている場合がある。 うな片務的な内容となっている場合がある。

　①　工期や請負代金の額の変更に関する条項が削除されている 　①　発注者の責めに帰すべき事由により生じた損害についても、

　　あるいはこれらの変更を認めない旨の条項に書き換えられて 　　受注者に負担させること 

　　いる  

　②　発注者の責めに帰すべき事由により生じた損害について　  

　　も、受注者に負担させること 　②　工事の施工に伴い通常避けることができない騒音等の第三

　③　工事の施工に伴い通常避けることができない騒音等の第三 　　者への損害についても、受注者に負担させること 

　　者への損害についても、受注者に負担させること 　③　例えば、民法（明治２９年法律第８９号）や住宅の品質確

　④　例えば、民法（明治２９年法律第８９号）や住宅の品質確 　　保の促進等に関する法律（平成１１年法律第８１号）に定め

 　　保の促進等に関する法律（平成１１年法律第８１号）に定め 　　る期間を大幅に超えて、長期間の瑕疵担保期間を設けること

　　る期間を大幅に超えて、長期間の瑕疵担保期間を設けること 　④　過度なアフターサービス、例えば、経年劣化等に起因する

　⑤　過度なアフターサービス、例えば、経年劣化等に起因する 　　不具合についてのアフターサービスなどを受注者に負担させ

 　　不具合についてのアフターサービスなどを受注者に負担させ 　　ること

　　ること                   
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　また、契約外の事項である次のような業務を発注者が求めるこ 　また、契約外の事項である次のような業務を発注者が求めるこ

とも片務的な行為に該当すると考えられる。 とも片務的な行為に該当すると考えられる。

　⑥　販売促進への協力など、工事請負契約の内容にない業務を 　⑤　販売促進への協力など、工事請負契約の内容にない業務を

  　　受注者に無償で求めること 　　受注者に無償で求めること

　⑦　設計図書と工事現場の状況が異なっていた場合に、設計変 　⑥　設計図書と工事現場の状況が異なっていた場合に、設計変

  　　更の作業を受注者に無償で協力させること 　　更の作業を受注者に無償で協力させること

  

　このような、受注者に過度な義務や負担を課すなど、片務的な 　このような、受注者に過度な義務や負担を課すなど、片務的な

内容による契約や契約外の行為をさせることは、結果として建設 内容による契約や契約外の行為をさせることは、結果として建設

業法第１９条の３により禁止される不当に低い請負代金（２７ペ 業法第１９条の３により禁止される不当に低い請負代金（２０ペ

ージ「４．不当に低い発注金額」参照）による契約となる可能性 ージ「４．不当に低い発注金額」参照）による契約となる可能性

があり、厳に慎むべきである。 があり、厳に慎むべきである。

（９）（略） （７）（略）

２－２ 追加工事等に伴う追加・変更契約（建設業法第１９条第２ ２－２ 追加工事等に伴う追加・変更契約（建設業法第１９条第２

　　項、第１９条の３） 　　項、第１９条の３）

【建設業法上違反となる行為事例】 【建設業法上違反となる行為事例】 

①価格等が変動した場合における契約変更についての定めが、  

　「契約後の請負代金の増額や工期変更を認めない」など実質  

　的に契約変更の規定を置いていないと認められる場合  

②追加工事等が発生したが、発注者が書面による契約変更を行 ①追加工事等が発生したが、発注者が書面による契約変更を行

  　わなかった場合 　わなかった場合

③追加工事等について、工事に着手した後又は工事が終了した ②追加工事等について、工事に着手した後又は工事が終了した

 　後に書面により契約変更を行った場合 　後に書面により契約変更を行った場合

【建設業法上違反となるおそれがある行為事例】 

④請負契約締結前に受注予定者が請負代金の額に影響を及ぼす

事象に関する情報の通知を行い、その後、その事象が発生し

たため協議を申し出た又は当該通知をしていなかったものの

請負契約締結後に請負代金の額に影響を及ぼす事象が発生し

たため変更の協議を申し出たが、自己の取引上の地位を不当
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に利用して一方的にその協議に応じなかった結果、通常必要

と認められる額に比して著しく低い額となった場合

   上記①から③のケースは、いずれも建設業法第１９条第２項に   上記①及び②のケースは、いずれも建設業法第１９条第２項に

違反するほか、②から④（②及び③は必要な増額を行わなかった 違反するほか、必要な増額を行わなかった場合には同法第１９条

場合に限る。）のケースは同法第１９条の３に違反するおそれがあ の３に違反するおそれがある。

る。

（１）追加工事等の着工前に書面による契約変更を行うことが必 （１）追加工事等の着工前に書面による契約変更を行うことが必

　　要 　　要

　建設業法第１９条第２項では、請負契約の当事者は、工事施工 　建設業法第１９条第２項では、請負契約の当事者は、追加工事

環境の条件と実際の工事現場の状況との乖離等による追加工事等 等（工事の一時中止に伴う中止期間中の工事現場の維持、工事体

（工事の一時中止に伴う中止期間中の工事現場の維持、工事体制 制の縮小及び工事の再開準備を含む。）の発生により当初の請負契

の縮小及び工事の再開準備を含む。）の発生により当初の請負契約 約書（以下「当初契約書」という。）に掲げる事項を変更するとき

書（以下「当初契約書」という。）に掲げる事項を変更するときは、 は、その変更の内容を書面に記載し、署名又は記名押印をして相

その変更の内容を書面に記載し、署名又は記名押印をして相互に 互に交付しなければならないこととなっている。これは、当初契

交付しなければならないこととなっている。これは、当初契約書 約書において契約内容を明定しても、その後の変更契約が口約束

において契約内容を明定しても、その後の変更契約が口約束で行 で行われれば、当該変更契約の明確性及び正確性が担保されず、

われれば、当該変更契約の明確性及び正確性が担保されず、紛争 紛争を防止する観点からも望ましくないためであり、災害時等で

を防止する観点からも望ましくないためであり、災害時等でやむ やむを得ない場合を除き、原則として追加工事等の着工前に、契

 を得ない場合を除き、原則として追加工事等の着工前に、契約変 約変更を行うことが必要である。

  更を行うことが必要である。

　よって、発注者及び受注者が追加工事等に関する協議を円滑に 　発注者及び受注者が追加工事等に関する協議を円滑に行えるよ

行うことができるよう、建設工事の当初契約書において、建設業 う、建設工事の当初契約書において、建設業法第１９条第１項第

法第１９条第１項第６号に掲げる事項（当事者の一方から設計変 ６号に掲げる事項（当事者の一方から設計変更等の申出があった

更等の申出があった場合における工期の変更、請負代金の額の変 場合における工期の変更、請負代金の額の変更又は損害の負担及

更又は損害の負担及びそれらの額の算定方法に関する定め）につ びそれらの額の算定方法に関する定め）について、できる限り具

  いて、できる限り具体的に定めておくことが望ましい。 体的に定めておくことが望ましい。

　なお、追加・変更契約を行うべき事由及びその方法については、 　なお、追加・変更契約を行うべき事由及びその方法については、

公共約款、民間約款等において規定しているほか、国土交通省等 公共約款、民間約款等において規定しているほか、国土交通省等

では、「工事請負契約における設計変更ガイドライン」や「工事一 では、「工事請負契約における設計変更ガイドライン」や「工事一

 時中止に係るガイドライン」を策定している。 時中止に係るガイドライン」を策定している。
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（２）（略） （２）（略）

（３）追加工事等に要する費用を受注者に一方的に負担させるこ （３）追加工事等に要する費用を受注者に一方的に負担させるこ

　　とは、不当に低い請負代金の禁止に違反するおそれ 　　とは、不当に低い請負代金の禁止に違反するおそれ

　追加・変更契約を行う場合には、追加工事等が発生した状況に 　追加・変更契約を行う場合には、追加工事等が発生した状況に

応じ、当該追加工事等に係る費用について、発注者と受注者との 応じ、当該追加工事等に係る費用について、発注者と受注者との

間で十分協議を行い決定することが必要である。 間で十分協議を行い決定することが必要である。発注者が、受注

　受注者が追加工事等を理由にした請負代金又は工期の変更の協 者に一方的に費用を負担させたことにより、請負代金の額が当初

議を申し出たにもかかわらず、発注者が自己の取引上の地位を不 契約工事及び追加工事等を施工するために「通常必要と認められ

当に利用して協議に応じない等して、当該追加工事等を受注者に る原価」（２０ページ「４．不当に低い発注金額」参照）に満たな

負担させたことにより、請負代金の額が当初契約工事及び追加工 い金額となる場合には、受注者の当該発注者への取引依存度等の

事等を施工するために「通常必要と認められる原価」（２７ページ 状況によっては、建設業法第１９条の３の不当に低い請負代金の

 「４．不当に低い発注金額」参照）に満たない金額となる場合に 禁止に違反するおそれがある。

 は、受注者の当該発注者への取引依存度等の状況によっては、建

設業法第１９条の３の不当に低い請負代金の禁止に違反するおそ

れがある。 

２－３工期変更に伴う変更契約（建設業法第１９条第２項、第１ ２－３工期変更に伴う変更契約（建設業法第１９条第２項、第１

　　９条の３） 　　９条の３）

【建設業法上違反となる行為事例】 【建設業法上違反となる行為事例】 

①　受注者の責めに帰すべき事由がないにもかかわらず、当初 　受注者の責めに帰すべき事由がないにもかかわらず、当初契

　契約で定めた工期を短縮し、又は延長せざるを得なくなり、 約で定めた工期を短縮し、又は延長せざるを得なくなり、また、

　また、これに伴って工事費用が増加したが、発注者が受注者 これに伴って工事費用が増加したが、発注者が受注者からの協

 　からの協議に応じず、書面による契約変更を行わなかった場 議に応じず、書面による契約変更を行わなかった場合

  　合

【建設業法上違反となるおそれがある行為事例】  

②　請負契約締結前に受注者が工期及び請負代金の額に影響を  

及ぼす事象に関する情報の通知を行い、その後、その事象が  

発生した又は当該通知をしていなかったものの請負契約締結  

後に工期及び請負代金の額に影響を及ぼす事象が発生したた

め変更の協議を申し出たが、発注者が自己の取引上の地位を



- 16 -

不当に利用して一方的に協議に応じなかった結果、通常必要

と認められる額に比して著しく低い額となった場合

　上記①のケースは、建設業法第１９条第２項に違反するほか、 　上記のケースは、建設業法第１９条第２項に違反するほか、必

①及び②（①は必要な増額を行わなかった場合に限る。）は、同法 要な増額を行わなかった場合には同法第１９条の３に違反するお

第１９条の３に違反するおそれがある。 それがある。

（１）（２）（略） （１）（２）（略）

（３）工期の変更に伴う費用を受注者に一方的に負担させること （３）工期の変更に伴う費用を受注者に一方的に負担させること

　　は、不当に低い請負代金の禁止に違反するおそれ 　　は、不当に低い請負代金の禁止に違反するおそれ

　工期変更に起因して工事の費用が増加した場合には、発注者と 　工期が変更になり、これに起因して工事の費用が増加した場合

受注者とが工期変更の原因及び増加費用の負担について、十分協 には、発注者と受注者とが工期変更の原因及び増加費用の負担に

議を行うことが必要であり、発注者の一方的な都合により受注者 ついて、十分協議を行うことが必要であり、発注者の一方的な都

の申出に応じず、必要な変更契約を締結しない場合には、建設業 合により受注者の申出に応じず、必要な変更契約を締結しない場

法第１９条第２項に違反する。（２０ページ「２－２　追加工事等 合には、建設業法第１９条第２項に違反する。（１３ページ「２－

 に伴う追加・変更契約」参照） ２  追加工事等に伴う追加・変更契約」参照）

　また、受注者が建設業法第２０条の２第２項に基づき関連する 　また、発注者の責めに帰すべき事由により工期が変更になった

情報を通知していた場合のみならず、当該通知をしていないもの 場合に、発注者が、工期変更に起因する費用の増加分を受注者に

の発注者の責めに帰すべき事由により工期が変更になった場合に、一方的に負担させたことにより、請負代金の額が工事を施工する

受注者が請負代金の変更の協議を申し出たにもかかわらず、発注 ために「通常必要と認められる原価」（２０ページ「４．不当に低

者が自己の取引上の地位を不当に利用して一方的に協議に応じな い発注金額」参照）に満たない金額となるときには、受注者の当

い等により、工期変更に起因する費用の増加分を受注者に一方的 該発注者への取引依存度等の状況によっては、建設業法第１９条

 に負担させたことにより、請負代金の額が工事を施工するために の３の不当に低い請負代金の禁止に違反するおそれがある。

「通常必要と認められる原価」（２８ページ「４．不当に低い発注  

 金額」参照）に満たない金額となるときには、受注者の当該発注

者への取引依存度等の状況によっては、建設業法第１９条の３の

不当に低い請負代金の禁止に違反するおそれがある。

（４）（略） （４）（略）

３．著しく短い工期の禁止（建設業法第１９条の５） ３．著しく短い工期の禁止（建設業法第１９条の５）



- 17 -

【建設業法上違反となるおそれがある行為事例】 【建設業法上違反となるおそれがある行為事例】 

①発注者が、早期の引渡しを受けるため、受注予定者に対して、 ①発注者が、早期の引渡しを受けるため、受注予定者に対して、

　一方的に当該建設工事を施工するために通常よりもかなり短 　一方的に当該建設工事を施工するために通常よりもかなり短

　い期間を示し、当該期間を工期とする請負契約を締結した場 　い期間を示し、当該期間を工期とする請負契約を締結した場

  　合 　合

②発注者が、「工期に関する基準」の内容を考慮することなく、  

　複数の受注予定者から提示された工期の見積りのうち、最も  

　期間が短いものを一方的に工期として決定し、通常よりもか  

　なり短い期間を工期とする請負契約を締結した場合  

③受注予定者が、発注者から提示された工事内容を適切に施工 ②受注予定者が、発注者から提示された工事内容を適切に施工

　するため、「工期に関する基準」の内容を踏まえ、猛暑日など 　するため、通常必要と認められる期間を工期として提示した

　の不稼働日や建設工事に従事する者の休日等を考慮して、適 　にも関わらず、それよりもかなり短い期間を工期とする請負

　切な工期の見積りを行ったにも関わらず、発注者がその内容 　契約を締結した場合 

　を尊重せず、それよりもかなり短い期間を工期とする請負契  

  　約を締結した場合

④受注者の責めに帰さない理由により、当初の請負契約におい ③受注者の責めに帰さない理由により、当初の請負契約におい

　て定めた工期を変更する際、当該変更後の工事を施工するた 　て定めた工期を変更する際、当該変更後の工事を施工するた

　めに通常よりもかなり短い期間を工期とする請負契約を締結 　めに通常よりもかなり短い期間を工期とする請負契約を締結

 　した場合 　した場合

⑤発注者が設計変更や追加工事を依頼したあるいは発注者にお

　いて設計図面の承認が遅れたなど、受注者の責めに帰さない

　理由により、工期に不足が生じることになったにもかかわら

　ず、必要な工期の変更あるいは人員増を認めなかった結果、

　通常よりもかなり短い工期となった場合 

⑥請負契約締結前に受注予定者が工期に影響を及ぼす事象に関

する情報の通知を行い、その後、その事象が発生した又は当

該通知をしていなかったものの請負契約締結後に工期に影響

を及ぼす事象が発生したため変更の協議を申し出たが、発注

者が一方的に協議に応じなかった結果、通常よりもかなり短

い工期となった場合 

【建設業法上違反となる行為事例】 

⑦発注者が、当該建設工事に従事する者が時間外労働の上限規

　制に抵触するような長時間労働により施工することを前提と

　した短い期間を工期とする請負契約を締結した場合
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  上記①から⑥のケースは、建設業法第１９条の５に違反するお   上記①から③のケースは、建設業法第１９条の５に違反するお

それがある。また、⑦のケースは建設業法第１９条の５に違反す それがある。 

る。

（１）（略） （１）（略）

（２）「通常必要と認められる期間に比して著しく短い期間」とは、（２）「通常必要と認められる期間に比して著しく短い期間」とは、

「工期に関する基準」等に照らして不適正に短く設定された期間 「工期に関する基準」等に照らして不適正に短く設定された期間 

  

　建設業法第１９条の５の「通常必要と認められる期間に比して 　建設業法第１９条の５の「通常必要と認められる期間に比して

著しく短い期間」とは、単に定量的に短い期間を指すのではなく、 著しく短い期間」とは、単に定量的に短い期間を指すのではなく、

「工期基準」等に照らして不適正に短く設定された期間をいう。「工「工期基準」等に照らして不適正に短く設定された期間をいう。「工

期基準」では、工期設定において発注者と受注者が果たすべき責 期基準」では、工期設定において発注者と受注者が果たすべき責

務として、受注者の建設工事の適正な工期見積りの提出及び発注 務として、受注者の建設工事の適正な工期見積りの提出及び発注

者の適正な工期の見積りの尊重、請負契約の締結に際しての受発 者の適正な工期の見積りの尊重、請負契約の締結に際しての受発

注者間での適正な工期の設定などが求められている。したがって、 注者間での適正な工期の設定などが求められている。したがって、

建設工事を施工するために通常必要と認められる期間に比して著 建設工事を施工するために通常必要と認められる期間に比して著

しく短い期間の工期（以下「著しく短い工期」という。）であるか しく短い期間の工期（以下「著しく短い工期」という。）であるか

の具体的な判断については、請負契約毎に、「工期基準」等を踏ま の具体的な判断については、請負契約毎に、「工期基準」等を踏ま

え、同基準により工期設定において果たすことが求められている え、同基準により工期設定において果たすことが求められている

受発注者の責務の遂行状況、当該工期を前提として請負契約を締 受発注者の責務の遂行状況、当該工期を前提として請負契約を締

結した事情、受注者が「著しく短い工期」と認識する考え方、発 結した事情、受注者が「著しく短い工期」と認識する考え方、発

注者の工期に関する考え方、過去の同種類似工事の実績、賃金台 注者の工期に関する考え方、過去の同種類似工事の実績、賃金台

  帳等をもとに、 帳等をもとに、

  ①契約締結された工期が、「工期基準」で示された内容を踏まえ 　①契約締結された工期が、「工期基準」で示された内容を踏まえ

　　ていないために短くなり、それによって、受注者が違法な長 　　ていないために短くなり、それによって、受注者が違法な長

　　時間労働などの不適正な状態で当該建設工事を施工すること 　　時間労働などの不適正な状態で当該建設工事を施工すること

  　　となっていないか 　　となっていないか

　②契約締結された工期が、過去の同種類似工事の工期と比較し 　②契約締結された工期が、過去の同種類似工事の工期と比較し

　　て短い場合、工期が短くなることによって、受注者が違法な 　　て短い場合、工期が短くなることによって、受注者が違法な

　　長時間労働などの不適正な状態で当該建設工事を施工するこ 　　長時間労働などの不適正な状態で当該建設工事を施工するこ

  　　ととなっていないか 　　ととなっていないか

　③契約締結された工期が、受注者が見積書で示した工期と比較 　③契約締結された工期が、受注者が見積書で示した工期と比較
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　　して短い場合、工期が短くなることによって、受注者が違法 　　して短い場合、工期が短くなることによって、受注者が違法

　　な長時間労働などの不適正な状態で当該建設工事を施工する 　　な長時間労働などの不適正な状態で当該建設工事を施工する

  　　こととなっていないか 　　こととなっていないか

  等を総合的に勘案したうえで、個別に判断されることとなる。 等を総合的に勘案したうえで、個別に判断されることとなる。

　また、建設業については、労働基準法上、いわゆる３６協定で 　また、建設業については、労働基準法上、いわゆる３６協定で

定める時間外労働の限度に関する基準（限度基準告示）の適用対 定める時間外労働の限度に関する基準（限度基準告示）の適用対

象外とされていたが、第１９６回国会（常会）で成立した「働き 象外とされていたが、第１９６回国会（常会）で成立した「働き

方改革を推進するための関係法律の整備に関する法律」（平成３０ 方改革を推進するための関係法律の整備に関する法律」（以下「働

年法律第７１号）による改正後の労働基準法において、労使協定 き方改革関連法」という。）による改正後の労働基準法において、

を結ぶ場合でも上回ることのできない時間外労働の上限について 労使協定を結ぶ場合でも上回ることのできない時間外労働の上限

法律に定めたうえで、違反について罰則を科すこととされ、令和 について法律に定めたうえで、違反について罰則を科すこととさ

６年４月１日から、建設業についても、この一般則（以下「時間 れ、令和６年４月１日から、建設業についても、この一般則（以

外労働規制」という。）が適用された。 下「時間外労働規制」という。）が適用される。 

　このため、発注者と受注者は、双方合意の上で設定した工期が、 　ついては、受注者は、時間外労働規制を遵守した適正な工期に

それ以降の下請契約に係る工期設定の前提となり、そのしわ寄せ よる見積りを提出するよう努め、発注者は、受注者から当該見積

は必ずその受注者ひいてはサプライチェーン全体に及ぶこととな りが提出された場合には、内容を確認し尊重する必要がある。 

ることを十分に認識した上で、時間外労働規制に抵触することが 　 

ないよう、受注者においては時間外労働規制を遵守した適正な工  

期による見積りを提出するよう努めるとともに、発注者において  

 は受注者から当該見積りが提出された場合には、内容を確認し尊

重する必要があることに留意しなければならない。  

　なお、時間外労働規制を上回る違法な時間外労働時間を前提と 　なお、時間外労働規制を上回る違法な時間外労働時間を前提と

して設定される工期は、例え、発注者と受注者との間で合意して して設定される工期は、例え、発注者と受注者との間で合意して

いる場合であっても、「著しく短い工期」であると判断される。 いる場合であっても、「著しく短い工期」であると判断される。 

　また、建設業法第１９条の６において、国土交通大臣又は都道 　また、建設業法第１９条の６において、国土交通大臣又は都道

府県知事は、発注者が同法第１９条の５の規定に違反している事 府県知事は、発注者が同法第１９条の５の規定に違反している事

実があり、特に必要があると認めるときは、当該発注者に対して 実があり、特に必要があると認めるときは、当該発注者に対して

必要な勧告をすることができ、発注者がその勧告に従わないとき 必要な勧告をすることができ、発注者がその勧告に従わないとき

は、その旨を公表することができると規定している。 は、その旨を公表することができると規定している。

（３）建設業法第１９条の５は契約変更にも適用 （３）建設業法第１９条の５は契約変更にも適用

　建設業法第１９条の５により禁止される行為は、当初契約の締 　建設業法第１９条の５により禁止される行為は、当初契約の締

結に際して、著しく短い工期を設定することに限られない。例え 結に際して、著しく短い工期を設定することに限られず、契約締



- 20 -

ば、契約締結後に生じた受注者の責めに帰さない理由により、当 結後、受注者の責に帰さない理由により、当初の契約どおり工事

初の契約どおり工事が進行しなかったり工事内容に変更が生じた が進行しなかったり、工事内容に変更が生じるなどにより、工期

ために工期を変更する必要があるにもかかわらず変更しない、あ を変更する契約を締結する場合、変更後の工事を施工するために

るいは、変更後の工事を施工するために通常必要と認められる期 著しく短い工期を設定することも該当する。 

間に比して著しく短い工期を新たに設定することや、受注者が建  

設業法第２０条の２第３項に基づき工期の変更の協議を申し出た  

にもかかわらず、発注者が一方的に協議に応じず、変更後の工事  

を施工するために通常必要と認められる期間に比して著しく短い  

工期を押し付けること等も該当する。  

　なお、工期の変更時に紛争が生じやすいため、紛争の未然防止 　なお、工期の変更時に紛争が生じやすいため、紛争の未然防止

の観点から、当初契約の締結の際、公共工事については公共約款 の観点から、当初契約の締結の際、公共工事については公共約款

第２１条の規定（発注者は、工期の延長又は短縮を行うときは、 第２１条の規定（発注者は、工期の延長又は短縮を行うときは、

この工事に従事する者の労働時間その他の労働条件が適正に確保 この工事に従事する者の労働時間その他の労働条件が適正に確保

されるよう、やむを得ない事由により工事等の実施が困難である されるよう、やむを得ない事由により工事等の実施が困難である

と見込まれる日数等を考慮しなければならない。）、民間工事につ と見込まれる日数等を考慮しなければならない。）、民間工事につ

いては民間工事標準請負契約約款（甲）第２９条の規定（発注者 いては民間工事標準請負契約約款（甲）第２９条の規定（発注者

は、工期の変更をするときは、変更後の工期を建設工事を施工す は、工期の変更をするときは、変更後の工期を建設工事を施工す

るために通常必要と認められる期間に比して著しく短い期間とし るために通常必要と認められる期間に比して著しく短い期間とし

てはならない。）を明記しておくことが重要である。 てはならない。）を明記しておくことが重要である。 

４．不当に低い発注金額（建設業法第１９条の３） ４．不当に低い発注金額（建設業法第１９条の３）

【建設業法上違反となるおそれがある行為事例】 【建設業法上違反となるおそれがある行為事例】 

①発注者が、自らの予算額のみを基準として、受注者との協議 ①発注者が、自らの予算額のみを基準として、受注者との協議

　を行うことなく、受注者による見積額を大幅に下回る額で建 　を行うことなく、受注者による見積額を大幅に下回る額で建

  　設工事の請負契約を締結した場合 　設工事の請負契約を締結した場合

②発注者が、契約を締結しない場合には今後の取引において不 ②発注者が、契約を締結しない場合には今後の取引において不

　利な取扱いをする可能性がある旨を示唆して、受注者との従 　利な取扱いをする可能性がある旨を示唆して、受注者との従

　来の取引価格を大幅に下回る額で、建設工事の請負契約を締 　来の取引価格を大幅に下回る額で、建設工事の請負契約を締

  　結した場合 　結した場合

③発注者が、請負代金の増額に応じることなく、受注者に対し ③発注者が、請負代金の増額に応じることなく、受注者に対し

  　追加工事を施工させた場合 　追加工事を施工させた場合

④発注者の責めに帰すべき事由により設計図書や工事内容、工 ④発注者の責めに帰すべき事由により工期が変更になり、工事
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　期が変更され、工事費用が増加したにもかかわらず、発注者 　費用が増加したにもかかわらず、発注者が請負代金の増額に

  　が請負代金の増額に応じない場合 　応じない場合

⑤発注者が、契約後に、取り決めた代金を一方的に減額した場 ⑤発注者が、契約後に、取り決めた代金を一方的に減額した場

 　合 　合

⑥受注者が請負契約締結前に請負代金の額に影響を及ぼす事象

に関する情報の通知を行い、その後、その事象が発生した又

は当該通知をしていなかったものの請負契約締結後に請負代

金の額に影響を及ぼす事象が発生したため変更の協議を申し

出たが、発注者が自己の取引上の地位を不当に利用して一方

的に協議に応じなかった結果、通常必要と認められる額に比

して著しく低い額となった場合

上記のケースは、いずれも建設業法第１９条の３に違反するお 上記のケースは、いずれも建設業法第１９条の３に違反するお

それがある。  それがある。  
公共工事においては、発注者が直接工事費、共通仮設費、現場 公共工事においては、発注者が直接工事費、共通仮設費、現場

管理費及び一般管理費等により積算した予定価格の範囲内で応札 管理費及び一般管理費等により積算した予定価格の範囲内で応札

した者の中から受注者を決めるのが一般的であり、①及び②のよ した者の中から受注者を決めるのが一般的であり、①及び②のよ

うなケースは生じにくいものと考える。しかし、発注者は、積算 うなケースは生じにくいものと考える。しかし、発注者は、積算

した金額（設計金額）からいわゆる歩切りをして予定価格を設定 した金額（設計金額）からいわゆる歩切りをして予定価格を設定

することや、歩切りした予定価格による入札手続の入札辞退者に することや、歩切りした予定価格による入札手続の入札辞退者に

ペナルティを課すなどにより、歩切りをした予定価格の範囲内で ペナルティを課すなどにより、歩切りをした予定価格の範囲内で

の入札を実質的に強いるようなことは、建設業法第１９条の３に の入札を実質的に強いるようなことは、建設業法第１９条の３に

  違反するおそれがあり、厳に慎む必要がある。 違反するおそれがあり、厳に慎む必要がある。

また、変更契約は、入札手続を経ることなく、相対で締結され また、変更契約は、入札手続を経ることなく、相対で締結され

ることから、発注者が請負代金の増額に応じないなどのケースが ることから、発注者が請負代金の増額に応じないなどのケースが

生じるおそれがあり、同条違反とならないよう留意が必要である。 生じるおそれがあり、同条違反とならないよう留意が必要である。

（１）「不当に低い請負代金の禁止」の定義 （１）「不当に低い請負代金の禁止」の定義 

建設業法第１９条の３の「不当に低い請負代金の禁止」とは、 建設業法第１９条の３の「不当に低い請負代金の禁止」とは、

発注者が、自己の取引上の地位を不当に利用して、その注文した 発注者が、自己の取引上の地位を不当に利用して、その注文した

工事を施工するために通常必要と認められる原価に満たない金額 工事を施工するために通常必要と認められる原価に満たない金額

を請負代金の額とする請負契約を受注者と締結することを禁止す を請負代金の額とする請負契約を受注者と締結することを禁止す

  るものである。 るものである。

また、契約締結後に資機材価格の高騰や労務費の上昇があり、  



- 22 -

それによって原価が請負代金額を上回った場合に、発注者が自己  

の取引上の地位を不当に利用して、受注者の申し出た請負代金の  

変更協議に応じず、必要な契約変更を行わなかった結果、通常必  

要と認められる額に比して著しく低い額となった場合も、同条に  

違反するおそれがある。  

発注者が、取引上の地位を不当に利用して、不当に低い請負代 発注者が、取引上の地位を不当に利用して、不当に低い請負代

金による契約を強いた場合には、受注者が工事の施工方法、工程 金による契約を強いた場合には、受注者が工事の施工方法、工程

等について技術的に無理な手段、期間等の採用を強いられること 等について技術的に無理な手段、期間等の採用を強いられること

となり、手抜き工事、不良工事や公衆災害、労働災害等の発生に となり、手抜き工事、不良工事や公衆災害、労働災害等の発生に

つながる可能性もある。 つながる可能性もある。

（２）・（３）（略） （２）・（３）（略）

（４）建設業法第１９条の３は変更契約にも適用 （４）建設業法第１９条の３は変更契約にも適用 

  

　建設業法第１９条の３により禁止される行為は、当初の契約の 　建設業法第１９条の３により禁止される行為は、当初の契約の

締結に際して、不当に低い請負代金を強いることに限られない。 締結に際して、不当に低い請負代金を強いることに限られず、契

例えば、契約締結後に生じた受注者の責めに帰さない事象や、発 約締結後、発注者が原価の上昇を伴うような工事内容や工期の変

注者による原価の上昇を伴うような指示により、工事内容及び請 更をしたのに、それに見合った請負代金の増額を行わないことや、

負代金の額を変更する必要があるにもかかわらず、発注者が変更 一方的に請負代金を減額したことにより原価を下回ることも含ま

しないあるいは一方的に請負代金を減額することや、受注者が建 れる。 

設業法第２０条の２第３項に基づき請負代金の額の変更の協議を 　 

申し出たにもかかわらず、発注者が自己の取引上の地位を不当に  

利用して一方的に協議に応じないこと等により、変更後の工事を  

施工するために通常必要と認められる原価に満たない金額を押し  

付けることも該当する。  

　追加工事等を受注者の負担により一方的に施工させたことによ   追加工事等を受注者の負担により一方的に施工させたことによ

り、請負代金の額が当初契約工事及び追加工事等を施工するため り、請負代金の額が当初契約工事及び追加工事等を施工するため

に「通常必要と認められる原価」に満たない金額とならないよう、 に「通常必要と認められる原価」に満たない金額とならないよう、

適正な追加・変更契約を行うことが必要である。（２０ページ「２ 適正な追加・変更契約を行うことが必要である。（１３ページ「２

－２　追加工事等に伴う追加・変更契約」参照） －２ 追加工事等に伴う追加・変更契約」参照）

５．原材料費等の高騰・納期遅延等の状況における適正な請負代 ５．原材料費等の高騰・納期遅延等の状況における適正な請負代

　金の設定及び適正な工期の確保（建設業法第１９条第２項、第 　金の設定及び適正な工期の確保（建設業法第１９条第２項、第
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　１９条の３、第１９条の５） 　１９条の３、第１９条の５）

【建設業法上違反となるおそれがある行為事例】 【建設業法上違反となるおそれがある行為事例】 

受注者が建設業法第２０条の２第２項に基づき関連する情報を 原材料費、労務費、エネルギーコスト等（以下「原材料費等」

通知していた場合を含め、原材料費、労務費、エネルギーコス という。）の高騰や資材不足など発注者及び受注者双方の責めに

ト等（以下「原材料費等」という。）の高騰や資材不足など発注 帰さない理由により、施工に必要な費用の上昇、納期の遅延、

者及び受注者双方の責めに帰さない理由により、施工に必要な 工事全体の一時中止、前工程の遅れなどが発生しているにもか

費用の上昇、納期の遅延、工事全体の一時中止、前工程の遅れ かわらず、追加費用の負担や工期について発注者が受注者から

などが発生しているにもかかわらず、請負代金の額や工期の変 の協議に応じず、必要な変更契約を行わなかった場合

更に関する受注者からの協議に発注者が正当な理由なく応じず、

必要な変更契約を行わなかった場合

（１）原材料費等の高騰や納期遅延が発生している状況において （１）原材料費等の高騰や納期遅延が発生している状況において

　　は、取引価格を反映した適正な請負代金の設定や納期の実態 　　は、取引価格を反映した適正な請負代金の設定や納期の実態

　　を踏まえた適正な工期の確保のため、請負代金及び工期の変 　　を踏まえた適正な工期の確保のため、請負代金及び工期の変

　　更に関する規定を適切に設定・運用することが必要 　　更に関する規定を適切に設定・運用することが必要 

  

　原材料費等の取引価格を反映した適正な請負代金の設定や納期 　原材料費等の取引価格を反映した適正な請負代金の設定や納期

の実態を踏まえた適正な工期の確保のため、請負契約の締結に当 の実態を踏まえた適正な工期の確保のため、請負契約の締結に当

たっては、公共工事標準請負契約約款第２６条（賃金又は物価の たっては、公共工事標準請負契約約款第２６条（賃金又は物価の

変動に基づく請負代金額の変更）（いわゆるスライド条項）及び第 変動に基づく請負代金額の変更）（いわゆるスライド条項）及び第

２２条（受注者の請求による工期の延長）又は民間建設工事標準 ２２条（受注者の請求による工期の延長）又は民間建設工事標準

請負契約約款（甲）第３１条（請負代金額の変更）及び第３０条 請負契約約款（甲）第３１条（請負代金額の変更）及び第３０条

（工事又は工期の変更等）（電力・ガス、鉄道等の民間企業の工事 （工事又は工期の変更等）（電力・ガス、鉄道等の民間企業の工事

の請負契約においては公共工事標準請負契約約款を使用）を適切 の請負契約においては公共工事標準請負契約約款を使用）を適切

に設定・運用するとともに、契約締結後においても受注者から協 に設定・運用するとともに、契約締結後においても受注者から協

議の申出があった場合には発注者が適切に協議に応じること等に 議の申出があった場合には発注者が適切に協議に応じること等に

より、状況に応じた必要な契約変更を実施するなど、適切な対応 より、状況に応じた必要な契約変更を実施するなど、適切な対応

  を図る必要がある。 を図る必要がある。

これらの価格転嫁は、発注者、元請負人、下請負人を問わず、  

サプライチェーン全体で取り組む必要がある。　  

なお、発注者・受注者間におけるこれらの対応は、以下のこと 　なお、発注者・受注者間におけるこれらの対応は、元請負人・

に留意しなければならない。 下請負人間の適正な請負代金の設定及び適正な工期の確保に当た
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・発注者・受注者間で適切な対応を図ることが、元請負人・下 っても重要であること、下請中小企業振興法（昭和４５年法律第

請負人間の適正な請負代金の設定及び適正な工期の確保に当 １４５号）に基づく振興基準（令和６年３月２５日、以下「振興

たっても重要であること。 基準」という。）において、労務費、原材料費、エネルギーコスト

・「労務費の適切な転嫁のための価格交渉に関する指針～取引適 等が増加した場合には、親事業者は、予め定めた価格改定タイミ

正化・価格転嫁促進に向けて～」（令和 5 年 11 月 29 日、内閣 ングはもちろんのこと、その期中においても価格変更を柔軟に行

官房・公正取引委員会）における「第２　事業者が採るべき うものとするとされているほか、特に原材料費やエネルギーコス

行動／事業者に求められる行動」中「１　発注者として採る トの高騰があった場合には、適切なコスト増加分の全額転嫁を目

べき行動／求められる行動」④において、「労務費をはじめと 指すものとするとされていることについても留意しなければなら

する価格転嫁に係る交渉においては、サプライチェーン全体 ない。 

での適切な価格転嫁による適正な価格設定を行うため、直接

の取引先である受注者がその先の取引先との取引価格を適正

化すべき立場にいることを常に意識して、そのことを受注者

からの要請額の妥当性の判断に反映させること。」とされてい

ること。 

・下請中小企業振興法（昭和４５年法律第１４５号）に基づく

振興基準（令和６年３月２５日、以下「振興基準」という。）

において、労務費、原材料費、エネルギーコスト等が増加し

た場合には、親事業者は、予め定めた価格改定タイミングは

もちろんのこと、その期中においても価格変更を柔軟に行う

ものとするとされているほか、特に原材料費やエネルギーコ

ストの高騰があった場合には、適切なコスト増加分の全額転

嫁を目指すものとするとされていること。

（２）発注者が受注者との協議や変更契約に応じない場合は「不 （２）発注者が受注者との協議や変更契約に応じない場合は「不

　　当に低い請負代金の禁止」や「著しく短い工期の禁止」に違 　　当に低い請負代金の禁止」や「著しく短い工期の禁止」に違

　　反するおそれ 　　反するおそれ

　建設業法第１９条の３（不当に低い請負代金の禁止）により禁 　建設業法第１９条の３（不当に低い請負代金の禁止）により禁

止される行為は、当初契約の締結に際して不当に低い請負代金を 止される行為は、当初契約の締結に際して不当に低い請負代金を

強制することに限られず、契約締結後に原材料費等が高騰したに 強制することに限られず、契約締結後に原材料費等が高騰したに

もかかわらず、それに見合った請負代金の増額を行わないことも もかかわらず、それに見合った請負代金の増額を行わないことも

  含まれる。 含まれる。

　このため、原材料費等が高騰している状況において、発注者が、 　このため、原材料費等が高騰している状況において、発注者が、

自己の取引上の地位を不当に利用して、受注者の申し出た請負代 自己の取引上の地位を不当に利用して、受注者側からの協議に応
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金の変更協議（※）に応じず、必要な変更契約を行わなかった結 じず、必要な変更契約を行わなかった結果、請負代金の額がその

果、請負代金の額がその建設工事を施工するために通常必要と認 建設工事を施工するために通常必要と認められる原価に満たない

められる原価に満たない請負代金の額となっている場合には、発 金額となっている場合には、同条に違反するおそれがある。 

注者は建設業法第１９条の３に違反するおそれがある。  

※この協議は、受注者が建設業法第２０条の２第２項に基づき  

関連する情報を通知し、当該情報に係る事象が顕在化したこ  

とを受けて同条第３項に基づく契約の変更協議を申し出た場  

合のみならず、当該通知をしていなかったものの契約後の事  

象に基づき契約の変更協議を申し出た場合を含む。  

　また、建設業法第１９条の５（著しく短い工期の禁止）により 　また、建設業法第１９条の５（著しく短い工期の禁止）により

禁止される行為は、当初契約の締結に際して著しく短い工期を設 禁止される行為は、当初契約の締結に際して著しく短い工期を設

定することに限られず、契約締結後、原材料等の納期の遅延など 定することに限られず、契約締結後、原材料等の納期の遅延など

受注者の責めに帰さない理由により、当初の契約どおり工事が進 受注者の責めに帰さない理由により、当初の契約どおり工事が進

行しない場合等において必要な工期の変更を行わないことも含ま 行しない場合等において必要な工期の変更を行わないことも含ま

  れる。 れる。

　このため、資材不足により納期遅延等が発生している状況にお 　このため、資材不足等により納期遅延が発生している状況にお

いて、発注者が受注者の申し出た工期変更の協議（※）に応じず、 いて、その工期が、注文した建設工事を施工するために通常必要

必要な変更契約を行わなかった結果、注文した建設工事を施工す と認められる期間に比して著しく短い期間となっている場合には、

るために通常必要と認められる期間に比して著しく短い工期とな 同条に違反するおそれがある。 

っている場合には、発注者は第１９条の５に違反するおそれがあ 　 

  る。

※この協議は、受注者が建設業法第２０条の２第２項に基づき  

関連する情報を通知し、当該情報に係る事象が顕在化したこ  

とを受けて同条第３項に基づく契約の変更協議を申し出た場  

合のみならず、当該通知をしていなかったものの契約後の事  

象に基づき契約の変更協議を申し出た場合を含む。  

　なお、建設業法第１９条の６において、国土交通大臣又は都道 　なお、建設業法第１９条の６において、国土交通大臣又は都道

府県知事は、発注者が同法第１９条の３又は第１９条の５の規定 府県知事は、発注者が同法第１９条の３又は第１９条の５の規定

に違反している事実があり、特に必要があると認めるときは、当 に違反している事実があり、特に必要があると認めるときは、当

該発注者に対して必要な勧告をすることができ、発注者がその勧 該発注者に対して必要な勧告をすることができ、発注者がその勧

告に従わないときは、その旨を公表することができると規定して 告に従わないときは、その旨を公表することができると規定して

  いる。 いる。

　適正な請負代金の設定については、１４ページ「２．書面によ 　適正な請負代金の設定については、１０ページ「２．書面によ

る契約締結　２－１当初契約（５）、（６）」、２１ページ「２－２ る契約締結 ２－１当初契約（５）、（６）」、１４ページ「２－２追
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追加工事等に伴う追加・変更契約（３）」を参照。 加工事等に伴う追加・変更契約（３）」を参照。 

　適正な工期の確保については、２５ページ「３．著しく短い工 　適正な工期の確保については、１７ページ「３．著しく短い工

期の禁止」、２２ページ「２．書面による契約締結　２－３工期変 期の禁止」、１５ページ「２．書面による契約締結 ２－３工期変

更に伴う変更契約（１）、（２）、（３）」を参照。 更に伴う変更契約（１）、（２）、（３）」を参照。 

　不当に低い請負代金については、２８ページ「４．不当に低い 　不当に低い請負代金については、２０ページ「４．不当に低い

請負代金」を参照。 請負代金」を参照。

６．７．８．（略）

９．支払（建設業法第２４条の３第２項、第２４条の６） ９．支払（建設業法第２４条の３第２項、第２４条の６）

（１）（２）（略） （１）（２）（略）

（３）請負代金を手形で支払う場合の留意事項 （３）請負代金を手形で支払う場合の留意事項 

  

  建設業法第２４条の３第２項では、元請負人は、下請代金のう 　建設業法第２４条の３第２項では、元請負人は、下請代金のう

ち労務費に相当する部分については、現金で支払うよう適切な配 ち労務費に相当する部分については、現金で支払うよう適切な配

  慮をしなければならないとされている。 慮をしなければならないとされている。

　また、建設業法第２４条の６第３項では、受注者が特定建設業 　また、建設業法第２４条の６第３項では、受注者が特定建設業

者であり下請負人が資本金４，０００万円未満の一般建設業者で 者であり下請負人が資本金４，０００万円未満の一般建設業者で

ある場合、下請代金の支払に当たって一般の金融機関による割引 ある場合、下請代金の支払に当たって一般の金融機関による割引

 を受けることが困難であると認められる手形（例えば、手形期間 を受けることが困難であると認められる

が６０日超の長期手形）を交付してはならないとされている。 手形（例えば、手形期間が１２０日超の長期手形）を交付しては

 　発注者から受注者への支払方法は、元請下請間の支払に実質的 ならないとされている。

な影響を与えかねないことから、発注者は、上記の趣旨を踏まえ、 　発注者から受注者への支払方法は、元請下請間の支払に実質的

受注者に対する請負代金の支払は、できる限り現金によるものと な影響を与えかねないことから、発注者は、上記の趣旨を踏まえ、

し、手形で支払う場合にも、同条の趣旨を踏まえ、長期手形を交 受注者に対する請負代金の支払は、できる限り現金によることが

付することがないよう努める必要がある。 望ましく、手形で支払う場合にも、同条の趣旨を踏まえ、長期手

 形を交付することがないようにすることが望ましい。 

　また、下請代金支払遅延等防止法及び下請中小企業振興法の趣 　また、下請代金支払遅延等防止法及び下請中小企業振興法の趣

旨に鑑み、下請代金の支払に係る考え方を改めて整理した、「下請 旨に鑑み、下請代金の支払に係る考え方を改めて整理した、「下請

代金の支払手段について」（令和３年３月３１日２０２１０３２２ 代金の支払手段について」（令和３年３月３１日２０２１０３２２

中庁第２号・公取企第２５条）において、次のとおり下請取引の 中庁第２号・公取企第２５号。以下「手形通達」という。）におい

適正化に努めるよう要請されているため、「建設業法令遵守ガイド て、次のとおり下請取引の適正化に努めるよう要請されているた
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ライン」において、元請負人はこの点についても留意しなければ め、「建設業法令遵守ガイドライン」（令和４年８月）において、

ならないとされていることについても併せて留意する必要がある。 元請負人はこの点についても留意しなければならないとされてい

 ることについても併せて留意することが望ましい。 

  

  <参考> <参考>

　〇下請代金の支払手段について（令和３年３月３１日２０２１ 　〇下請代金の支払手段について（令和３年３月３１日２０２１

  　　０３２２中庁第２号・公取企第２５条） 　　０３２２中庁第２号・公取企第２５号）

  （略） （略）

  記 記

  

　親事業者による下請代金の支払については、以下によるものと 　親事業者による下請代金の支払については、以下によるものと

  する。 する。

  

１  下請代金の支払は、できる限り現金によるものとすること。 １  下請代金の支払は、できる限り現金によるものとすること。

２ 手形等により下請代金を支払う場合には、当該手形等の現金化 ２ 手形等により下請代金を支払う場合には、当該手形等の現金化

　にかかる割引料等のコストについて、下請事業者の負担とする 　にかかる割引料等のコストについて、下請事業者の負担とする

　ことのないよう、これを勘案した下請代金の額を親事業者と下 　ことのないよう、これを勘案した下請代金の額を親事業者と下

　請事業者で十分協議して決定すること。当該協議を行う際、親 　請事業者で十分協議して決定すること。当該協議を行う際、親

　事業者と下請事業者の双方が、手形等の現金化にかかる割引料 　事業者と下請事業者の双方が、手形等の現金化にかかる割引料

　等のコストについて具体的に検討できるように、親事業者は、 　等のコストについて具体的に検討できるように、親事業者は、

　支払期日に現金により支払う場合の下請代金の額並びに支払期 　支払期日に現金により支払う場合の下請代金の額並びに支払期

　日に手形等により支払う場合の下請代金の額及び当該手形等の 　日に手形等により支払う場合の下請代金の額及び当該手形等の

  　現金化にかかる割引料等のコストを示すこと。※ 　現金化にかかる割引料等のコストを示すこと。※

３ 下請代金の支払に係る手形等のサイトについては、６０日以内 ３ 下請代金の支払に係る手形等のサイトについては、６０日以内

  　とすること。 　とすること。

４ 前記１から３までの要請内容については、新型コロナウイルス ４ 前記１から３までの要請内容については、新型コロナウイルス

　感染症による現下の経済状況を踏まえつつ、おおむね３年以内 　感染症による現下の経済状況を踏まえつつ、おおむね３年以内

  　を目途として、可能な限り速やかに実施すること。 　を目途として、可能な限り速やかに実施すること。

　※ 割引料等のコストについては、実際に下請事業者が近時に割 　※ 割引料等のコストについては、実際に下請事業者が近時に割

　　引をした場合の割引料等の実績等を聞くなどにより把握する 　　引をした場合の割引料等の実績等を聞くなどにより把握する

  　　方法が考えられる。 　　方法が考えられる。

  

　併せて、 　併せて、手形通達によって要請されている取組に加えて、振興

　① 振興基準において、約束手形をできる限り利用しないよう努 基準において、約束手形をできる限り利用しないよう努めること
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　　めること及びサプライチェーン全体で約束手形の利用の廃止 及びサプライチェーン全体で約束手形の利用の廃止等に向けた取

　　等に向けた取組を進めることとされていること 組を進めることとされていること、「手形等のサイトの短縮につい

　② 「手形等のサイトの短縮への対応について」（令和６年４月 て」（令和４年２月１６日２０２１１２０６中庁第１号・公取企第

　　３０日２０２４０４２３中庁第４号・公取企第１５３号）に １３１号）において、公正取引委員会及び中小企業庁が、おおむ

　　おいて、 ね令和６年までに、６０日を超えるサイトの約束手形、一括決済

　　ⅰ）６０日を超えるサイトの約束手形、一括決済方式及び電 方式及び電子記録債権を、下請代金支払遅延等防止法上「割引困

　　　　子記録債権を、「割引困難な手形」等に該当するおそれが 難な手形」等に該当するおそれがあるものとして指導の対象とす

　　　　あるとする運用を令和６年１１月１日から始めること ることを前提として、同法の運用の見直しの検討を行うこととし

　　ⅱ）下請法対象以外の取引も６０日以内に短縮する、代金支 ていること、「新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画フ

　　　　払いをできる限り現金とするなど、サプライチェーン全 ォローアップ（令和４年６月７日閣議決定）」において令和８年の

　　　　体で適正化に努めること 約束手形の利用の廃止に向けた取組を促進する旨閣議決定されて

　　ⅲ）とりわけ建設工事など発注から納品までの期間が長期に いること、金融業界に対し、令和８年に手形交換所における約束

　　　　わたる取引は、発注者は支払手段の適正化や前払･期中払 手形の取扱いを廃止することの可否について検討するよう要請さ

　　　　比率を高める等支払条件の改善に努めること れていること等を踏まえ、建設業界においても、発注者も含めて

　③ 「新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画フォロー 関係者全体で、約束手形の利用の廃止等に向けて、前金払等の充

　　アップ（令和４年６月７日閣議決定）」において、 実、振込払い及び電子記録債権への移行、支払サイトの短縮等の

　　ⅰ）令和８年の約束手形の利用の廃止に向けた取組を促進す 取組を進めていくよう努めることが重要であることについても留

  　　　　る旨閣議決定されていること 意しなければならない。

　　ⅱ）金融業界に対し、令和８年に手形交換所における約束手  

　　　　形の取扱いを廃止することの可否について検討するよう

 　　　　要請されていること

等を踏まえ、建設業界においても、発注者も含めて関係者全体で、

約束手形の利用の廃止等に向けて、前金払等の充実、振込払い及

び電子記録債権への移行、支払サイトの短縮等の取組を進めてい

くよう努めることが重要であることについても留意しなければな

らない。

附則 （新設）

　本ガイドラインは、「建設業法及び公共工事の入札及び契約の適

正化の促進に関する法律の一部を改正する法律」（令和６年法律第

49 号）による改正後の建設業法第 20 条の２第２項から第４項ま

での規定等に定める建設工事の請負契約の締結に係る建設業者の

責務の詳細等を定めるものであり、これらの規定に関する新たな

責務などを定めるものではないことから、本来であれば特段の経
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過措置期間を要するものではない。 

　しかし、一般に、建設工事の請負契約の締結に係る受発注者間

の交渉は相当程度長期間にわたるものであり、本ガイドラインの

改正の際現に当該交渉が進捗している場合等においては、おそれ

情報の通知を行うことが困難である場合も考えられる。その場合、

当該交渉においては「おそれ情報の通知をしない」とすることは

妨げられないが、受注者から発注者に対して契約締結にその旨説

明しておくことが望ましい。また、当該契約の締結後に生じた事

象により変更協議を行う場合は可能な限り本ガイドラインの趣旨

に沿った対応を行うことが望ましい。 


